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論 文 内 容 の 要 旨
今 日の米国の教育改革論議 においでは,学 校教育の意思決定機構の閉鎖性や階統制が批判され
ているばか りでなく,国 家が行政機構 を通 じて学校を設置 しその構成員の教育に関わるという仕
組 自体が問われ,国 家が構成員の教育に関わる上での共通の教育の保障という理念が揺 らいでい
る。本研究が対象 とす る19世紀後半は,閉 鎖的で階統的な意思決定機構を生み出す教育行政 の
専門化 の要請が連邦段階で明確化す るとともに,コ モンスクール,つ ま り 「共通学校」 と称 され
た学校 の整備拡充 に向けて連邦政府 の活動が求め られた。本研究は この連邦段階における改革論
議 を対象 とし,第 一に,教 育者の全国組織である全米教育協会に焦点 をあて,教 育行政の専門化
の要請を教育の地域住民統制 と教職の専門職性の両者との関係において再検討すること,第二に,
教育行 政の専門化に向けて連邦段階で如何なるシステムが作動 していたのかを,全 米教育協会 と
連邦政府機関である連邦教育局 との関係に着 目して明 らかにする こと,第 三に,連 邦機関による
コモンスクール制度の整備拡充 とい う構想 をその対抗モデルとの関係 において捉え,そ れぞれの
論理構成を明 らかにする ことを課題 としている。検討結果の概要は次の通 りである。
全米教育協会の前身の全米教師協会の結成時には,専 門職 とはその職への参入規制を厳密かつ
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自主的に行 う職業 とされ,教 師組織の資格付与団体化 による教職の専門職化構想が示 された。 し
か し,こ の構想は,教 育の地域住民統制の伝統の下で,教 育委員会の被雇用者 としての教師の専
門的 自律性を保障する ことには直結 しない。教育長の台頭 にともない,代 わって,伝 統的な教育
統制原理それ自体 の改革,っ ま り教育行政の専門化が,教 育の専門家の自律性を確保するもの と
して主張され ることになる。教育長たちは 自らを学校教育の内的事項に関しては教育 の専門家,
外的事項 に関しては経営の専門家 と位置づけ,教 育長権限の拡大 による教育行政の専門化は素人
委員による情実人事や不当な圧力か ら教師を解放 しその専門的資質の向上 に資するとともに,教
育サー ビスの標準化,平 等化 をもた らす と主張した。 しか し,こ の教育行政の専門化の要請は教
育の専門家たるべきものの職務分化を前提とし,教 師をその専門的 自律性 を制約す る階統的意思
決定機構へ組み入れてい く論理 をも内在 していたのであ り,こ の教育行政の専門化 の要請 を生み
出した全米教育協会の内部構成がまた,教 育行政の専門化論に示された教師に対する教育長優位
の構図を具体化するものであった。




として示されるとともに,連 邦政府機i関による支援体制 を生み出 していったのである。 申央政府
が拘束力を持つ政策 を策定 しそれによ り改革 を遂行する こととは異質の,米 国連邦制下での制度
改革に向けた専門協会 と政府機関との共同システムの形成であった。さらに,こ の全米教育協会
と連邦教育局が教育行政の専門化 とともに取 り組んだのが,コ モンスクールへの連邦財政援助 の
実現であ り,同 制度への連邦援助法案の有力な支持母体 となる。
コモンスクールへの連邦関与 をめぐる論議は,教 育 に関する連邦政府の明示的権限の不在 とい
う合衆国憲法の制約の下で,憲 法上の権限問題 として具体化する。黙示的権限の拡張解釈に基づ
く協力的連邦主義の立場か ら,憲 法に明示的規定 を欠 く教育の領域における連邦政府 の活動が求
め られる一方で,こ れ に対 して厳格解釈 によ り連邦権 と州権の明確な区分 を求める二元的連邦主
義の立場か ら批判が出された。 しか し,こ の厳格解釈論の基底に,国 家が行政機構 を通 じて学校
を設置 しその構成員に共通の教育 を提供す るとい う制度構想に対する参加型 と選択型の代替構想
を捉 える ことができた。前者は教育の地域住民統 制の伝統 の継承を求めるものであ り,学 校の意
思決定過程への親の参加 と,参 加の要件 として経費負担が求 められ,教 育への連邦関与は親の教
育の自由を制約 し自治の基盤である自助の精神を損な うとされた。後者はカソ リックによって示
され,コ モ ンスクールの 「コモ ン」性,個 別価値の絶対化が批判されるとともに,学 校の多様化
と親 の学校選択の 自由を具体化す る制度 こそ,信 教の自由を認めた米国における公平,公 正な制
教75
度 とされた。
両構想の根幹 をなすのは国家干渉か らの親の教育の自由,「国家か らの 自由」の論理であ り,
国家干渉による 自由な市民の育成,「国家による自由」 の論理 と厳 しく対立 し,こ の対立のなか
で,当 時 にあっては連邦権 による国民教育制度設置構想のみな らず,コ モ ンスクールへの国庫補
助構想も成立に至 らなかったのである。
論 文 審 査 結 果 の 要 旨
米国の行政委員会制度の特色は,① レイマンコン トロール と②プ ロフェッシ ョナル リーダーシ
ップの組み合わせにある。教育委員会制度はその典型で あり,両 者の均衡が保たれる限 り,「最
善の制度」 とされてきた。 しか し均衡の保持は難 しく,素 人委員の情実人事等の不当な支配 を招
きやす く,こ れに抗 した行政の専門化が進 めば,行 政へ の民意反映が困難 になる。 「教育行政へ
の参加」や 「学校選択の自由」が,こ の制度への対抗モデル として主張されるに至った所以であ
る。
本研究は,南 北戦争後,連 邦議会に国民教育制度設置法案(ボ ーア法案)や コモンスクールへ
の国庫補助法案(ブ レア法案)が 上程 されなが ら廃案になった理由を問うべ く着手された もので,
連邦議会議事録,連 邦教育局関係資料,全 米教師協会(NTA)や その後身の全米教育協会(N
EA)の 大会記録,カ ソ リック系のそれをも含む主要教育関係雑誌等 の精査を通 じて,通 説では
19世紀末の革新主義期 の改:革理念 とされている 「教育行政の専門化」の要請が,既 にそれ以前
に連邦段階で明確 に示されていること,そ して 「教育行政への参加」や 「学校選択 の自由」の代
替モデルが提起 され,異 なる制度 モデルが厳 しい対抗関係に置かれていた事実 をつきとめ,か か
る論議が法案不成立の要因になったとしている。南北議員の 「国家 による自由の保障」か 「自助」
かの立場拘束的論議のよ り立ち入った考察,教 育行政の内外区分論が この期に既 にみ られた こと
等の指摘 も見落とせない。
以上の新知見は,州,都 市,学 区レヴェル における当時の教育行政上の諸問題 を,教 育 に関心
を持つ連邦議員,連 邦教育局長,州,都 市の教育長,教 育関係雑誌の編集者等が,連 邦 レヴェル
の視座か ら,合 衆国憲法上の制約 の下で,論 じていたその事実の分析か ら得 られた ものである。
かかる視座は,素 人委員の不当な支配に抗 し,教 職の専門性,自 律性を求めたNTA,NEAの
メイ ンアクターが,実 は教員団体そのものではなく教育長達であり,彼 等 と連邦教育局長,連 邦
議会議 員達 とのインターロッキング的関係にあった事実を確認 しえた ことにより据え られた もの
である。 この創見によって こそ,教 育長優位 の教職の専門性,自 律性の主張 とその具体化,そ れ
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と同時 に進んだ専門性の階統制化 とそれに対す る批判,つ ま り 「参加」の論議の存在も検証でき
たといえる。
カソリックによる 「学校選択の自由」論 の位置づ けには,な お吟味の余地が感 じられ る。 しか
し,本 論文にみ られる創見,新 知見はいずれ も貴重な もので高 く評価できる。
よって博士(教 育学)の 学位を授与する ことを適 当と認める。
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